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■ 講演の概要

1――我が国の最近の観光動向

最初に，我が国の最近の観光動向，

ここでは国民の国内宿泊旅行について

概観する．全体のボリュームであるが，

観光白書に記載されている過去20年の

国民一人当たりの宿泊旅行回数の推移

を見ると，1996年を境に停滞してきて

いる．その中身を見ると，中高年齢層の

旅行が活発化してきている一方で，若

い世代が旅行をしなくなってきている，

といった大きな構造変化が起こってい

ることが分かる．

また，国民1人当たりの宿泊旅行回

数は，2002年の2.24回から2003年は

2.01回へ15％も減少しているという

結果になっている．しかし，我々は，

交通機関や宿泊施設等の統計等から

2003年を推計すると，国民の宿泊旅

行は0.2％増加しているのではないか

と考えている．そこで，先ほどの観光

白書の15％減少というかなり大きな

減少数値との整合性が全くとれておら

ず，大きな疑問が生じてくる．観光白書

の調査では，2,200発送したアンケート

のうち，回収した1,200サンプルを用い

て計算しているが，ここにサンプル調査

の限界があるのではないだろうか．特

に1年に1回か2回の行動を1,200サン

プルで判断するということになると，か

なりブレが生じてくるのはやむを得ない

と思う．家計調査は約8,000世帯と大

きなサンプルを対象に調査をしている

が，地域別や月別など細分化してみる

とやはりかなりのブレが出ていること

が分かる．

2――最近の観光研究

私が所属している観光研究学会で

2004年度に全国大会で発表された82

の論文を見てみると，統計を利用した

解析やマーケット分析といったものは

極めて少ない状況である．観光統計を

利用した解析は2件で，「訪韓国の推移

と異文化理解とその課題」（出入国管理

統計），「産業連関表による経済効果の

比較」（各県統計）であったが，統計そ

のものの信頼性や，細かい分析がしに

くい統計などにより問題が多々ある．

数量的なマーケット分析の論文は3件

で，「地域の利用実態」，「ホスピタリテ

ィの認識調査」，「観光地のイメージ調

査」で，いずれもアンケート調査に基づ

くものであった．このような数値を用い

た研究が数少ないということについて

は，精度の高い統計データの入手が困

難であること，特に観光マーケットに関

するデータを取るのが難しいこと，数多

くのサンプルを得ようとすると多大な費

用がかかることがその要因であると考

えている．

観光に関して，解明しなければなら

ない研究課題はまだまだ多い．

・需要構造－快適な観光活動

・政策評価－各種政策の有効性

・経営分析・需要予測－事業計画　等

これらのことについて，統計やマー

ケットデータによる分析を進めなけれ

ばならないと考えており，そのために

も観光統計のレベルアップが不可欠

だと考えている．

我々と国土交通省で研究を進めて

いるものとして「旅行・観光経済効果

の研究」がある．これは，世界的に進

められている研究課題である．国ご

との比較ができないという問題を解

決し，旅行・観光がどのような経済効

果があるのかを明らかにしていこうと

いう動きである．世界観光機関

（WTO）が1993年に観光統計に関す

る基準を策定し，国連統計委員会の
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承認を受け，各国に採用を呼びかけて

世界標準を定めた．次のステップとし

て，国民経済計算の中で，旅行や観光

分野は，産業部門として分かれていな

いため，この分野だけで国民経済計算

に合う形で計算することが必要とされ

研究が進められてきた．世界標準として

の旅行・観光分野での経済効果測定の

ためのマニュアル化（TSA）がWTOによ

りなされ，2000年に国連統計委員会の

承認が得られている．この経済効果の

計算については，フランスやカナダがか

なり先端的な取り組みを進めているほ

か，世界各国で取り組みが進められて

いる所である．

日本においても，国土交通省を中心

に2000年からTSAによる試算が始め

られた．こうした試算により観光によ

る経済効果が明らかとなり，観光の重

要性の認識が高まったことが，国の観

光関連予算獲得の後押しになったの

ではないかと考えている．旅行・観光

消費の日本経済への貢献については

（図―1），旅行や観光による消費額

（国内分）が23.8兆円で，この効果は付

加価値ベースで12.0兆円と，GDPの

約2.4％を占める．これを他の産業と

比較（輸送用機械は2.7％，農林水産

業が1.3％など）して見ても，旅行・観

光は日本の基幹産業といってもいいと

考えられる．雇用の面でみても，3.2％，

（輸送用機械分野が1.6％，農林水産業

が6.0％）であるから，大きな効果があ

るといえる．先ほどGDPで2.4％と述

べたが，これを世界標準で計算すると

1.9％である．他の国々と比べてみる

と，まだまだ小さい．我が国の観光的

なポテンシャルを考えると，観光面に

力を入れていくことによりこの数値が

高くなる可能性が高いと考えられる

（図―2）．

また，我々が進めている旅行・観光

経済効果調査についても，以下の課

題はなお存在する．

・観光・旅行の定義，データの取得の

限界

・サンプル数の増加と費用の問題

・地域レベル（各県，各地域）での比

較が難しい現状

・国内の観光統計の統一基準づくり

3――観光統計の現状と限界

我が国の観光統計については，①

マーケットの統計，②観光関連産業統

計，③着地側統計の3つに大別するこ

とができる．

マーケットの統計として，インバウン

ド，アウトバウンドの関係では法務省

の統計がある．これは，空港・性・年

齢・国籍別に全数のデータを得ること

ができるが，EDカードが廃止された

こともあり，目的地や消費額等につい

てはデータがとれない．国民の国内

旅行に関しては，消費者のサンプル

調査が中心となるが，観光白書の調

査，全国旅行動態調査（5年間隔），旅

行・観光消費動向調査（承認統計），

観光の実態と志向調査，家計調査と

いうものがあり，家計調査以外はどれ

もだいたい2,000サンプルくらいで行

われている．一般的には，YES/NO

で答えるようなものについては，

2,000サンプルあれば統計的に精度

が高いと言われるが，年に1から2回

の旅行分野では，2,000サンプルだけ

では，細分化していくと精度的に問

題で誤差が大きく出てくる危険性が

高い．

2番目は観光関連産業の統計であ

る．交通分野では，航空・鉄道・道路

関係の輸送量や，交通センサス・旅客

動態調査といったものがあるが，観光

や休日交通という面からは活用しづ

らい．特に日本では季節性の問題が

あり，それぞれのシーズンごとの調査

が入手できない．宿泊統計について

は，新聞社や協会など何件かのサン

プリングによる稼働率の調査がある

が，いずれもサンプリング調査で限界

がある．旅行業については，主要50

社についての毎月の統計や1年に1回

経営状況を公表する統計がある．そ

れ以外には，テーマパーク・ゴルフ

場・スキー場など個別の施設や協会

が独自に公表しているものがある．し

かし，なかなかこれといった決め手が

ない．

3番目の着地側の統計について，自

治体の統計や環境省の温泉・海水浴

場に関する統計等いろいろなものが

ある．ただし，定義や調査方法が不明

確である場合が多い．各都道府県で

観光統計を発表しているが，定義や

調査方法が不統一で比較できないの

が現状である．特定の都道府県で，

一見きちんとした統計資料がそろって

いるところもあるが，精度の高い調査

がなされていない場合や，担当者が

変わると調査方法を変更して統計数

値が大きく変わるなどといったような

ことがよくある．温泉の入湯税に関す

る統計が全国の市町村でとられてお

り比較可能に見えたが，よく調べると

Colloquium

運輸政策研究 Vol.8 No.2 2005 Summer コロキウム080

■図―1

■図―2

079_085_コロキウム_林.qxd  05.7.22 10:47 AM  ページ 080



自治体によって課税対象が異なるた

め，市町村間の比較ができないことが

分かった．

我が国の都道府県の観光統計を見

てみると，北海道は，しっかりやって

いる方で，各市町村で日帰り客，宿泊

客，道外客，道内客を発表しており，

また全道のレベルでダブルカウント等

を修正して推計している．一方，東京

は非常に多くの人が訪れるところであ

るが，統計の取りようがないというこ

ともあり，これまでは伊豆諸島のみの

統計となっている．高知県では，県外

客のみを対象とした統計である．沖

縄県は，島のため域外からの客数は

比較的統計が取りやすく，域外観光客

数として発表されているが，この中に

はビジネス客が含まれている．このよ

うに各県で方法や定義が異なり，混乱

がある．私どもの財団では，5年ほど

前に沖縄県からの委託を受け，経済

効果について調査を行った．この結

果，観光客の消費額について従来か

ら沖縄県が実施した調査の数字と1

割以上の乖離があること，などそれま

での調査方法に多くの問題点がある

ことが分かった．発表までに時間は

かかったが，正確な統計の重要性が

理解され，その後，統計の取り方の改

善に取り組み精度向上に結びついた．

諸外国の観光統計はどうかという

と，各国はTSAによる経済効果を算

出する際に以下のような調査を行って

おり，これだけを見てもサンプル数の

大きさに驚かされる．

・フランス　2万サンプル（パネル郵送）

1泊以上の旅行内容・消費

・オーストラリア　8万サンプル（電

話） 日帰り，宿泊旅行の旅行内

容・消費

・カナダ　20万サンプル（世帯インター

ビュー調査） 80Km以上の旅行内

容・消費

また，着地側の統計としてヨーロッ

パでは，それぞれの地域に何人宿泊

したかということをきちんととってい

る．その地域の宿泊収容力と，実際

の宿泊人員等をEU指令により報告さ

せることとなっている．EUの中でもス

ウェーデンやノルウェーなどではこう

した統計をインターネットと連動して集

計する方法も採用している．

昨年6月，OECDの観光統計の国際

会議に出席したが，各国は観光統計

の整備に極めて熱心であり，インター

ネットを利用した統計の作成や，地域

別の消費額調査や需要予測調査など

の研究の取り組みがなされていた．

オーストラリアでは観光統計整備に約

16億円計上されており，スウェーデン

やノルウェーでは，インターネットを利

用した宿泊統計（図―3）の試みがな

されているほか，イタリアにおいては

地域ごとのインバウンド統計の評価が

行われている．

4――今後の改善点

我が国の統計行政の新たな展開方

向として，社会・経済変化に対応した

整備，統計調査の効率化・円滑な実

施，国際協力の推進，既存統計調査

の見直し，調査結果の利用拡大など

が掲げられており，6月にはその基本

方針が策定されると聞いている．

観光統計の課題としては，

・観光の定義の明確化（観光客だけで

なく全旅行客をまず把握すること）

・推計の精度（コストをかけて数多く

のサンプルを得る必要性）

・速報性・公表（統計の有用性を高め

るためにも，なるべく早く公表する

こと）

・責任ある推進主体・予算

・関連する機関や事業者の協力

といったことが挙げられるところで

ある．まずもって統計の重要性の認識

をもってもらうことが非常に大切であ

ると考えられる．

今後望まれる観光統計としては，

・大サンプルのマーケットデータの整備

－毎年でなくてもよいが，5年に1度

くらいは数万サンプルのきちっとした

統計が必要．

・全国統一基準による調査

－全国比較できるものが必要，比較

することによって様々な分析が可能と

なる．

・宿泊統計の整備

－法律を作ってでもやるべきもの．

宿泊施設からしっかりとしたデータを

得ることが必要．これが観光統計の基

礎となる．

・インバウンドの統計

－宿泊統計で対応する部分と，消

費額調査で対応する部分がある．消

費額調査については，近年，日本銀行

が力を入れ始めている．

といった統計の整備が必要である

と考えている．また，国土交通省にお

いても，観光統計の整備について本

年度上半期に検討を進めていくと聞

いているところであり，その動きも注

視したい．

■ コメントの概要

1――コメント

林氏の講演の中で次の論点があっ

たと思う．一つ目は，日本人宿泊観光

発生回数の安定・減少傾向を踏まえ

て何をするべきか，ということだが，

基本的には新たなマーケットを開拓す

る，すなわち，訪日観光の促進に新た
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な活路を見出すしかないのではない

かと思う．二つ目は，観光が産業とし

て重要となってくる中で学術研究は何

をするべきか，ということだが，いろ

いろやるべきことはある中でも，特に

観光地選択メカニズムを解明すること

が重要ではないかと思う．三つ目は，

こうした国策としてのニーズ，学術研

究としてのニーズを支える観光統計

がどのようにあるべきか，ということで

ある．この点について林氏と全く同感

だが，目的と用途を明確化して，定期

的に一定の規模で行うということが重

要であると考えている．

観光行政・産業が何に注目すべき

であるかについて考えてみると，人口

が減少していく中で，一人一人の旅行

発生回数の原単位が人口の減少率を

上回れば，観光の産業としてはパイが

増え続けることになるが，そういうシ

ナリオはあまり想定できず，インバウ

ンドに着目した方がよいということに

なる．これは今，どんどん増加してお

り，10年くらいはこのまま増加するの

ではないかと思うが，その後もそのま

ま増え続けるという感覚はない．今の

インバウンドは新規のお客さんを増や

している状態にあると思うが，リピート

客を増やしていくことに早晩重点を置

かなければならないと考えている．そ

ういう状況の中で，今，我が国ではビ

ジット・ジャパン・キャンペーンとして，

現地機関設置，観光親善大使任命，

観光業界視察誘致，自治体・業界連

携の陳情団派遣等々いろいろなこと

がなされている．これらについての評

価はまだ定まっていないが，おそらく短

期勝負の総力戦であるという点が特徴

であり，マーケット動向はきちんとつか

んでいるのか，Sustainabilityの観点

に立った戦略があるのか，といった点が

課題であると考えている．

統計の意義として，1．現状把握，2．

トレンド把握，3．現象要因特定，4．

問題発見，5．将来予測，6．必要施策

抽出といったことが挙げられるが，現

状のインバウンド統計では，せいぜい

1．現状把握と2．トレンド把握くらい

しかできないのではないかと考えて

いる．ただし，観光の場合は，定義自

体があいまい，非日常かつ低頻度の

現象，過去の経験の影響が強い，目的

地の選択肢があまりにも多い，目的地

決定の要因があまりにも多岐に渡る，

といった特性があり，こられが統計の

質を下げ，扱いを難しくしている要因

となっている．

上記の問題を踏まえると，今後の国

際観光調査の方向性についていくつ

か考えられる．まず，着地ベースの調

査は結構行われているが，発地ベー

スの調査は不十分であり，これを定

期的に行うべきであるということであ

る．着地ベースの調査だけでは，最

も知りたいところである日本を選ばな

かった人のデータが取れないという

問題があるからである．現在は，確実

なコントロールトータルは保証される

が内容は全然分からない出入国管理

統計と，個別施設が独自に行ってい

て，詳細は分かるが全体の傾向はよ

く分からないといった詳細調査の2つ

が主に存在するのではないかと思う

が，国際観光の場合は，その中間を

埋めるような調査が必要ではないだ

ろうか．また，現状理解型の調査だけ

ではなく，ニーズ発掘型の調査も実施

していくべきである．さらに，ITを活

かした外国人観光客の行動追跡調査

も実施すべきである．結局のところ，

観光統計の目的を明確にして，定期的

に一定の規模を確保して実施してい

くことが課題であると言える．

2――我が国のインバウンド観光の状況

我が国のインバウンド観光の現状に

ついては，日本人出国者数と外国人入

国者数の著しい格差，アジア近隣諸

国からの観光客の経年的増加，大都

市圏から周辺地域への拡大がみられ

る．インバウンドに関するデータとし

て，国際観光振興機構（JNTO）の調

査があり，これを見るだけでも，台湾

の訪日観光では一時九州がブームに

なっていたのが，近年では下火にな

り，北海道へ移行しているということ

が分かる．

訪日観光客をいかに増やすかにつ

いては，平たく言えば，新規マーケッ

トを開拓することと，リピーターを形成

することの2つしかない．新規マーケッ

ト開拓は，韓国，台湾から中国，オー

ストラリアと変遷しているが，その次

はどこかが問題になる．リピーターに

ついては，どの国についても，いづれ

は団体旅行から個人旅行へ移行して

いくのであるから，団体旅行で一度来

てもらい，日本の魅力を認知してもらっ

て個人旅行で再度来てもらうというこ

とが重要になる．また，600万人の方

が日本を訪れるといっても，大多数の

方は初めは3大都市圏に行くのであ

り，いきなり地方に行くということはな

いと思う．そこで，地方に引きつける

ためには，最初は大都市の魅力で引

きつけて，それから地域への誘導策

を実施していくことが必要になるだろ

うと考えている（図―4）．

次に考えなければならないのが，

海外旅行の決定プロセスである．何

気ない旅行に対するイメージが，日常

生活の中で旅行に行きたいという欲
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求に発現して，次にどこら辺に行くか

という周遊先の候補地が出てくる．そ

の中からある周遊先を決定し，個別

の都市や施設が詳細計画の中で選ば

れて行く．多くの旅行者はこのような

選択構造にしているのではないかと

考えている（図―5）．その際，決定の

局面別に影響を与える情報源が異な

るはずと考えている．具体的に言う

と，例えば，イタリアに行くことを考え

ると，日本人はまず「イタリア」を考え

て，その次にローマやミラノへという

ように考えるが，ヨーロッパ人は「イタ

リア」へ行こうと考えるのではなくて，

最初から「ローマ」へ行こうという風

に細かいレベルで考えるだろう．これ

を逆に当てはめると，台湾や中国や

韓国から日本はどういったレベルで認

識されているかということを意識して

いく必要がある．おそらく欧米からは

また違った形で認識されているはず

であるので，マーケットの違いによっ

て認識のされ方も違うということを意

識しておかなければならないと考え

る．このことを考えた場合，現在，ビジッ

ト・ジャパン・キャンペーンでなされて

いるプロモーションには，以下のように

かなり問題があるのではないかと思う．

・過度に単一デスティネーションに立脚

したプロモーションを展開している

・多くの観光エリアが単独でデスティ

ネーションになろうとしている

・訪日観光客に国内の他エリアの魅

力を知ってもらうための努力が著し

く足りない

昨年，韓国の旅行代理店に行って

ヒアリングした際に，「韓国でも北海道

がブームであるが，一度札幌に行って

しまうとそれだけで北海道全体を旅行

した気になってしまい，釧路や旭川が

プロモーションに来ても商品にならな

い」，「秋田は紅葉が美しく，商品価値

が高いが単独では商品にならない」，

「韓国から日本への旅行は3泊4日が主

流だが，台湾から日本への旅行は5泊

6日が主流である」といったコメントを

頂き，同じアジア人でもマーケットに

よりかなり嗜好が異なるようだという

ことを認識したほか，やはり日本は都

市の魅力でお客を呼ばなければなら

ないということを認識した．こういっ

たことが現在行われているプロモー

ションの中でどのように認識されてい

るのか疑問である．

3――これまで実施したインバウンド観光

研究

私が近年実施したインバウンド観光

研究について紹介したい．まずは，台

湾人の海外旅行経験と主要観光地の

評価に関する調査である．

第一は，2002年10月に日系百貨店の

北海道物産展に来ていた台湾人（410

サンプル）に，海外旅行経験，東アジ

ア主要観光地の評価，旅行決定時の

参照情報源について調査を行ったも

のである．その結果，有効票は300程

度だが，その半分は調査した年に海

外旅行を行っており，その半分は日本

に来ていた．台湾は人口約2,200万人

に対し，年間約700万人が出国する．

一方，日本は人口約1億2,000万人に対

し，約1,700万人しか出国しない状況

であり，台湾人は如何に旺盛に外国旅

行するかということが分かる．また，過

去2回の外国旅行の組み合わせにつ

いては，4分の1は日本－日本の組み合

わせであった．渡航時期については，

夏が多いと予想していたが，ヨーロッ

パ以外の近場では，夏以外の季節に

も多く訪れていることが分かった．さ

らに北海道に旅行した人に，その時の

旅行計画時の代替候補地を尋ねたと

ころ，100サンプルの内，70サンプル

は東京や大阪を考えており，また，49

サンプルは日本以外の候補地を考えて

いることから，実は北海道はいろいろ

な観光地と競合関係にあることが想像

される．

第二に，今度は着地側で調査をし

ようということで，台湾人の北海道来

訪時の旅行計画と行動に関する調査

を北海道で行った．2003年12月に新

千歳空港の国際線カウンターで，北海

道観光を終えたばかりの台湾人（325

サンプル）に，旅行を計画していた時

に想起した代替候補地とその要素評

価，意思決定段階で参照した情報源

について聞いた．その際，代替候補

地を具体的な地名で記入してもらい，

その回答（認識レベル）をヨーロッパ

なら大陸レベル，イタリアなら国レベ

ル，ロンドンなら都市レベルというよ

うに分類をした．それぞれの大陸の

候補地がどういうレベルで出てくるか

を分析したところ，ヨーロッパはヨー

ロッパといった大陸レベルで認識さ

れ，アメリカ大陸はアメリカ，カナダと

いった国レベルで認識され，アジア

では，国レベルで認識されることが多

い結果となったが，統計上は有意な

差がない．また，旅行経験による認識

レベルの差についても分析したが，こ

ちらも有意な差は見られなかった．さ

らに，旅行実施までの，イメージ蓄積

過程，旅行先選択過程，詳細計画過

程のそれぞれで参考にした情報を尋

ねたところ，詳細計画ほど旅行会社の

影響が大きく，特に未経験者ではその

影響がより大きいことが判明した．リ

ピートについては，4割以上が2回目以

上であるというサンプルであり，さら
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に地域別の来訪経験を聞くと，やはり

東京，大阪が多いということが分かっ

た．観光地を選択する際にどのような

要因が効いているかを分析するため

に，アクティビティー，風景・雰囲気，

サービス，アクセシビリティーの4つの

要因について，北海道の評価をしても

らった．初回訪問者とリピート訪問者

の違いをみると，前者は，サービスや

アクセシビリティーを重視し，後者は

風景・雰囲気を重視するという相違が

あった．1回目はどのような魅力で引

きつけ，2回目以降はどのようなもの

で魅力を確定していくかを考えなけ

ればならない．

第三の調査として，個人旅行促進の

ためには，地方に来た時のモビリティ

を確保することが大事であるという仮

説に立って，地方における外国人に

よるドライブ観光振興のためのプレ調

査を2004年10月に実施した．韓国人

50組のモニターを招聘し，2泊3日で

レンタカーを貸し出して，道央地区を

走行してもらうという方法で行ったも

のである．具体的には，立ち寄り先

の決定プロセスと実行動の調査，

GPSによる移動軌跡調査を実施した．

なお，ハングルによる観光ガイドのパ

ンフレットを作成し，ドライブの参考に

してもらった．ドライブ観光に注目した

のは，比較的マイナーな観光地への

来訪ニーズに対応できること，都市か

ら離れている景勝地等の新たな観光

資源を活用できること，ある程度自由

に旅行行程を設計できることから，個

人旅行の一層の促進につながる可能

性が高く，団体旅行での来訪が望め

ない観光スポットの来訪促進が可能で

あると考えたからである．パンフレット

では，観光スポットを説明した推奨ルー

トを示したが，70％以上が推奨ルー

トを越える周遊を実施しており，典型

的な団体旅行の周遊ルート上にはな

い地域やスポットを訪れていることが

分かった．立ち寄り先については，

約4割が事前に計画せずに立ち寄ら

れ，その情報を宿泊先や人づてに収

集する等臨機応変に対応しているこ

とが分かった．一方で，北海道につ

いての地理的感覚がなく，時間が足

りずに予定していた訪問地への立

ち寄りをあきらめた場合もあり，そ

の類の情報提供も課題であることが

分かった．

第四の調査であるが，国毎のマー

ケティングを意識して，外国で活躍し

た日本人がいるとその人にちなんだ施

設等に行くことは結構あるため，逆に

我が国に足跡を残した外国人の情報

を外国人に提供すると観光振興に役

に立つのではないかと考え，我が国

に足跡を残した外国人情報の調査を

行った．自治体・大使館へのアンケー

ト調査を行い，誰がどの時代にどの

ようなことで活躍したのかということ

を丹念に調査したところ，155人，延

べ234件の情報が得られ，データベー

スを作成することができた．今回残念

だったのは，情報は欧米人が中心で，

中国，韓国，台湾人の情報がほとんど

なかったことである．その発掘が今後

の課題である．

4――今後重要と思われる国際観光の研究

以上を踏まえると，国際観光の分野

で，今後以下のような事項の研究が重

要であると考えている．

・渡航先想起のメカニズムと解像度

の解明

・観光地間の競合・補完関係の解明

・リピート行動メカニズムの解明

・オフサイト・オンサイト観光情報提供

のあり方

■ 質疑応答

Q 現在の統計の問題点として，サン

プル数が少ないことが指摘されて

いる．サンプル数を増やすために

お金がかかることもあるが，回収率

が悪いことが一番の問題である．

インターネットを活用することや補完

調査を行うこと等も含めてアドバイ

スを頂きたい．また，日帰り観光を

どのように捉えるべきかについても

アドバイスを頂きたい．

A サンプル数の問題について，イン

ターネットを用いて行う方法につい

ては，統計の専門家からは偏りが

あって難しいということを言われて

いる．回収率について，観光は楽

しいことであるので書いてくれる人

が多くなるが，質問数が多いと途中

でやめてしまったり，旅行しない人

は最初から書いてくれなかったりと

いった問題がある．日帰り旅行につ

いても一応とっているが，定義が難

しい．一般のお客さんがどのような

ものを日帰り旅行としてとらえてい

るかを考える際に，距離や時間と

いったものをお示ししているが，着

地側でとらえることは難しいだろう

と思う．

Q 観光統計が遅れていると聞くが，

どの程度遅れているのか，具体的

にどのようなデータが必要なのか，

どうするべきかを教えて頂きたい．

A 先ほど海外の統計の中で，経済効

果を出すために大規模なサンプル

調査を行っていることをお示しし

た．また，永続的な統計という意味

では，ヨーロッパの諸外国は宿泊に

関する統計をしっかり取っている．

世界的な標準，地域への経済効果

という意味からすると宿泊が大事

で，これを如何にきちんと取るかが

大事であると思っている．
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Q 観光統計を取る場合の季節波動

をどのように解決するかについて教

えて頂きたい．また，日本における

海外旅行は，供給側が需要を引っ

張ってきたという歴史があった．パッ

ケージツアーがあることによって需要

が増えたということがあったと思う

が，台湾の状況はどのようになってい

るのかを教えて頂きたい．

A 季節波動の問題は極めて大きな

問題．季節だけでなく，曜日の問題

もある．そこで，統計をとる際には，

必ず年4回，それぞれの季節で平日

と土日を入れることにしており，そ

のようにしないとしっかりしたデー

タが取れないと思っている．

A 台湾においては，おそらく過渡期

にあるように感じている．台湾の代

理店のヒアリングをした際，旅行商

品の開発・提案は供給側が決めて

おり，それに需要が乗っているとい

う状況だと感じたが，近年では変

化が見られるのではないかと思う．

Q 観光地の決定モデルについて，

このモデルから有意に因子を導き

出していくためには，どのくらいの

データ数とコストがかかると考えら

れるのか，また，こういったモデル

の構築について，基礎的な調査を

国としてやる意義があると考えられ

るのかどうかについて教えていた

だきたい．

A 本日お示しした選択構造のモデルは

統計的に有意性が確認されたもので

はない．何らかの数理モデルとして構

築したいと考えると，属性等で切って

いったマーケットセグメントの一つに

対して数千サンプルが必要であり，セ

グメントを増やしていけばそれなりの

コストはかかる．2点目については，

国の基本統計としては，必要最小限

の項目を押さえておいて，基礎研究や

プロジェクトのフィージビリティースタ

ディーのために，必要に応じて心理的

プロセス等の細かい調査も企画して

いくことも国の関与としては重要と考

えている．交通では長年に渡ってそ

のようなことが行われている．

Q 日本における宿泊統計について，

2つ問題があるのではないか．一つ

は，ヨーロッパでは警察国家的な外

国人の管理という点で宿泊統計を

取ることができ，日本ではまだその

ようなことに理解が進んでいないの

ではないかということ．2つ目は，サ

ンプルをとるといった場合，インバウ

ンドを考えると，中国や台湾の方が

かなり安いツアーで，特別な場所に

宿泊されているということがあると

考えられ，2,3万のサンプルをとれた

としても，それで全体を表すことが

できないのではないかということだ．

これらのことについてどのようにお

考えになるのか教えて頂きたい．

A 確かに，ご指摘のとおり宿泊統計

といったものは簡単にとることはで

きないと思う．そうは言っても，宿

泊統計をしっかりとらなければ比

較・分析をしっかり行うことはでき

ないと思う．サンプルで偏りが出る

こともあると思うが，法務省の出入

国管理統計と合わせて，空港での

調査も数を増やして行っていくとい

うことが必要であろう．テクニック

のことも大事だが，国としてこれが

大事であると思うか，ということ．

国として何が重要だと思うか，日本

として重要だと思うことに対して，ど

のような統計が必要か，そういう視

点から考えることも必要であろう．

（とりまとめ：運輸政策研究所　田中賢二）
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